
投資家の皆さまへ

決算日に該当したファンドについて

・騰落率・騰落幅については、分配金を加算した基準価額を用いて計算した数値を表示しています。

・基準価額は、分配金落ち後の基準価額を表示しています。

　1月以来ベラルーシとの共同軍事演習を理由にウクライナとの国境沿いに大規模な軍事部隊を
集結させていたロシアは、2月21日にウクライナ東部のドネツク、ルガンスク両州を独立国とし
て一方的に承認しました。さらに、西側諸国による制裁措置にも関わらず、ロシアは24日に実際
にウクライナへの軍事行動に踏み切りました。制裁措置が一段と強化される可能性を織り込ん
で、ロシア株式と通貨は現地24日の市場で大幅続落となりました。
　「アムンディ・ロシア東欧株ファンド」（以下、当ファンド）は、主要投資対象である外国籍
投資信託「オーシャン・ファンド・エクイティーズ・イースタン・ヨーロッパ」（以下、投資先
ファンド）を通じて、主としてロシア・東欧諸国で事業展開を行う企業の株式に投資していま
す。投資先ファンドでは2月18日以降、ロシア株式および通貨への投資割合を引き下げていたも
のの、23日の時点で実質的に50％以上をロシア株式に投資していたため、24日のロシア株式お
よび通貨下落の影響を強く受けることとなりました。また、ポーランドやハンガリーなど東欧諸
国の株価と通貨も、ロシアほどではなかったものの24日の市場で大きく下落したため、28日の
当ファンドの基準価額は前営業日の25日から25％近い下落となりました。
 　なお、26日にはロシアに対する制裁措置の一環として、国際銀行間通信協会の国際決済ネッ
トワークからロシアの一部の銀行を排除することが、欧米主要国で合意されました。その実際の
効果は不明ながら、日本時間28日18時現在、ロシアルーブルは積極的な買い手がいないなかで
一段安となっています。また、ロシア中央銀行は同国内証券会社に対し、ロシア非居住者による
証券売却の仲介を28日から禁止することを命じました。28日の現地市場動向の影響は当ファン
ドの3月2日の基準価額に反映される予定ですが、別途ご案内の通り、ファンド資産の円滑な現金
化が困難となる可能性に配慮し、当ファンドは28日から設定・解約のお申込み受付を停止させて
いただいております。

弊社ファンドの基準価額下落について

2022年3月1日

アムンディ・ジャパン株式会社

基準価額および前日比騰落幅・騰落率　（2022年2月28日現在）

騰落率

（％）

騰落幅

（円）

基準価額

（円）
ファンド名

アムンディ・ロシア東欧株ファンド 8,321 -2,748 -24.83
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当資料に関してご留意いただきたい事項

投資信託に係るリスクについて

　投資信託は、値動きのある有価証券に投資しますので、基準価額は変動します。当該資産の市場にお

ける取引価格の変動や為替の変動等を要因として、基準価額の下落により損失が生じ、投資元金を割り

込むことがあります。したがって、元金が保証されているものではありません。また、投資信託は預貯

金とは異なります。

　また、投資信託は、個別の投資信託ごとに投資対象資産の種類や投資制限、取引市場、投資対象国等

が異なることから、リスクの内容や性質が異なります。お申込みの際は投資信託説明書（交付目論見

書）・契約締結前交付書面をよくご覧ください。

＜ご注意＞

　上記に記載しているリスクにつきましては、一般的な投資信託を想定しております。投資信託に係る

リスクは、それぞれの投資信託により異なりますので、お申込みの際には、事前に投資信託説明書（交

付目論見書）をご覧ください。

アムンディ・ジャパン株式会社

金融商品取引業者：関東財務局長（金商）第350号

　加入協会：一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会、日本証券業協会

　　　　　　　 一般社団法人第二種金融商品取引業協会

【当資料のご利用にあたっての注意事項等】

　当資料は、アムンディ・ジャパン株式会社（以下、弊社）が投資家の皆さまに情報提供を行う目的で作成したも

のであり、投資勧誘を目的に作成されたものではありません。当資料は法令に基づく開示資料ではありません。当

資料の作成にあたり、弊社は情報の正確性等について細心の注意を払っておりますが、その正確性、完全性を保証

するものではありません。当資料に記載した弊社の見通し、予測、予想、意見等（以下、見通し等）は、当資料作

成日現在のものであり、今後予告なしに変更されることがあります。また当資料に記載した弊社の見通し等は将来

の景気や株価等の動きを保証するものではありません。

＜2058551＞   
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この資料は情報提供を目的として作成したものであり、特定の商品の投資勧誘を目的として作成したものではありませ

ん。 投資判断の最終決定は、お客様ご自身の判断でなさるようお願いいたします。 

 

 金融商品取引法に基づきお客様にご留意いただきたい事項を以下に記載させていただきます。 

 

むさし証券の概要 

 商 号 等 ：むさし証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第１０５号 

  加入協会 ：日本証券業協会、一般社団法人第二種金融商品取引業協会 

 

 

リスクについて 

◎ 国内外の金融商品取引所に上場されている有価証券（上場有価証券等）の売買等にあたっては、株式相

場、金利水準等の変動や、投資信託、投資証券、受益証券発行信託の受益証券等の裏付けとなっている株

式、債券、投資信託、不動産、商品等（裏付け資産）の価格や評価額の変動に伴い、上場有価証券等の価

格等が変動することによって損失が生じるおそれがあります。 

◎ 上場有価証券等の発行者等の業務や財産の状況等に変化が生じた場合や、裏付け資産の発行者等の業

務や財産の状況等に変化が生じた場合、上場有価証券等の価格が変動することによって損失が生じるおそ

れがあります。 

◎ 新株予約権、取得請求権等が付された上場有価証券等については、これらの権利を行使できる期間に制限

がありますのでご留意ください。 

◎ 上場有価証券等が外国証券である場合、為替相場（円貨と外貨の交換比率）が変化することにより、為替相

場が円高になる過程では外国証券を円貨換算した価値は下落し、逆に円安になる過程では外国証券を円貨換

算した価値は上昇することになります。したがって、為替相場の状況によっては為替差損が生じるおそれがありま

す。 

 

※ 裏付け資産が、投資信託、投資証券、預託証券、受益証券発行信託の受益証券等である場合には、その最

終的な裏付け資産を含みます。 

※ 新規公開株式、新規公開の投資証券及び非上場債券等についても、上記と同様のリスクがあります。 

 

手数料等諸費用について 

当社取り扱いの商品等にご投資いただく場合 

各商品毎の所定の手数料をご負担いただく場合がありますが、商品毎に異なるため、ここでは表示することができ

ません。 

また、各商品等には価格の変動等による損失を生じるおそれがあります。 

 

投資信託につきましては、手数料の他、信託報酬等・その他の費用（監査費用、運営・管理費用等）等を御負担い

ただきますが、これらの費用等は、事前に計算できませんので表示しておりません。 

 

当該商品等の契約締結前交付書面や目論見書またはお客さま向け資料等をよくお読みください。 

 

【広告審査済】 


